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フランスの在留邦人数の増加
前回（2025 年７月号）では、天理日本語学校の学習者数

や学習者の年齢層の変化などについて述べた。とくに、2000
年に建物が移転したのを機に子供日本語講座が立ち上げられ、
2010 年にはその受講者数が学習者数全体の過半数を占めるよ
うになったことについて触れた。今回からは、そういった変化
の背景を探っていきたい。

まず、子供日本語講座の学習者数の増加についてである。
2011 年から日仏文化協会の会長を務めている津留田正昭によ
れば、１つの大きな環境の変化として、フランスへのワーキ
ングホリデービザが開始し、それにより日仏カップルが増え
たことが関係しているという（津留田正昭とのインタビュー、
2015 年７月８日）。奇しくも、フランスのワーキングホリデー
ビザが正式に開始したのは、日仏文化協会が移転したのと同じ
2000 年である。2025 年現在での年間発給枠は 1,800 名で、
同じく西欧にある英国の 6,000 名と比較すると少ないものの、
18 歳から 30 歳までが申請可能で、１年間の滞在が可能となる

（外務省　2025b）。
仮に毎年 1,800 人近くがワーキングホリデービザでフランス

に滞在するとなれば、その滞在中に配偶者となる人と出会う日
本人が一定数いても不自然ではない。また、そのカップルの間
に生まれた子供も日本国籍を取得できることを考えれば、この
制度がフランスの在留邦人数全体に加えて、その中の未成年者
の増加に寄与している可能性は否定できないであろう。

もっとも、フランスの在留邦人数自体は、ワーキングホリデー
制度の導入以前から増加傾向にある。ここで言う在留邦人数と
は、長期滞在者と永住者を足した数字である。図１のグラフが
示すように、日仏文化協会設立時の 1971 年は 4,000 人ほどで
あったのが、2000 年の時点ですでに 25,000 人を超えている。
その後も増減をしながらも徐々に増加し、2018 年に 44,261
人でピークを迎え、その後コロナ禍の時期にかけて減少してい
るものの、2024 年時点で 37,056 人を数えている。

しかしここで更に注目したいのは、フランスの在留邦人の
中の未成年者の数である。外務省の在留邦人数調査統計には、
2022 年からその内訳の中に「成人数」が加えられている。
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2022 年から 2024 年の間には、26,000 人から 27,000 人強の
成人がフランスに在留していたとされるが、フランスの在留邦
人数全体からその数を引くと、およそ 9,900 人強の未成年者が
在留していたことが分かる。それは、フランスの在留邦人数全
体のおよそ３割であり、決して少なくない割合である。そういっ
た在留邦人の国語教育のニーズに応える形で、日仏文化協会の
子供日本語講座の受講者数が増えていたとしても、決して不思
議ではないだろう。
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